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いずれ潜在的な農業生産能力を超え、人類は深刻な食糧難に直面すると予言した。その後人口は急速に増加したが、後に「緑の革命」と呼ばれた近代品種の導入と化学肥料等の大量投入によって農業生産性が著しく上昇し 幸い も 「マルサスの罠」は回避された。　「緑の革命」は世界の食糧問題を解決したかにみえた。しか石油由来の化学肥料、農薬などの生産資材、灌漑用水 大量投入を必要とする近代農業は世界各地で環境破壊、食品汚染を引き起こした。早くも一九六二年にはアメリカの女性生物学者、カーソンが著書「沈黙の春」のなかでの危険性を指摘した。従来の農業に関する議論が生産性に偏っていたのに対し、同書は環境や人体への影響という新たな論点を投げかけ、農業と環境問題に関する広汎な議論を巻き起こした。
　
一九七〇～八〇年代は、資源依















する初期の取組みは、市民団体等により個別に行われており、出来る限り環境に負 影響を与えない農業システム、すなわち「持続可能な農業」をどう実現するか、という問題意識から始まった。 「持続可能な農業」とは有機農業、循環型農業といった技術体系のみらず、技術普及、狭義の地産地消、産直提携等と った活動全般 含む。どちらかといえば の面を強調した用語である。地域の自然環境に応じて 持続可能な業技術が異なるのは言うまでもい。　
やがて農業と環境の問題が政策







Thomas Malthus（英）がAn Essay on the Principle of 
Populationを発表
₁₉₆₂ Rachel Carson（米）がSilent Springを発表
₁₉₇₂
Club of RomeがDonella Meadows（米）らによるThe 
Limits to Growthを発表
₁₉₈₁ Lester Brown（米）がBuilding a Sustainable Societyを発表
₁₉₈₅








可能性の三つである（図） 。生態学的な持続可能性が主に技術によって保証されるのに対し、経済的持続可能性は農業の外部不経済を補助金等の適切な農業環境政策によって最適な水準へ導くことで実現する。環境ビジネスの育成など担い手の支援も含まれよう。社会・政治的持続可能性は、農業が貧困削減や文化 保全などの社会的意義を持ち、人々に 持されることにより成立する。この三層構造は、農業の持続可能性 関する議論が生態学的に「 続可能な農業」の追及を原点として次第に社
会を広く巻き込み、政策や社会の意思決定に影響を与えるようになっていった発展過程と重なる。　
注意しなければならないのは、





















業やＮＧＯが農業に参入している。大島論文は山東省の日系企業の事例を取り上げ、持続可能な農業の確立における企業の役割について検討した 山田 では、北京郊外のＮＧＯの事例を中心に近年都市部に登場 産消提携活動を紹介する。これらの事例は技術的、経済的、社会的に持続可能な農業を目指した実験的な取り組みであり、将来中国農業が採りう選択肢となるかも れな 。　
中国は広大な国土と膨大な人口
を有しており、中国の動向が世界の食糧問題のカギを握 と言っても過言ではない。一方で中国国内には様々な経済発展レベル、文化的背景の地域が共存しており、農業の持続可能性への処方箋は単純ではない。本特集が中国の農業と環境問題に対する読者の理解の一助となれば幸 である。（やまだ
　
ななえ／アジア経済研究
所
　
環境・資源研究グループ）
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「農業の持続可能性」の概念
（出所）参考文献①を参考に、筆者作成。
